
はじめに

　わが国の憲法26条は，「教育を受ける権利」（教育
権）を保障している。この権利をめぐっては，1960
年代を中心に，家永教科書裁判や学テ裁判などで争
われた。「国家の教育権」論と「国民の教育権」論
が対立し，教育権の主体―公教育を担う主体―をめ
ぐって互いが理論を戦わせたのである １ ）。

一方で，この対立がなされた時代は「政治の季節」
２ ）と形容され，理論的・歴史的にその問い直しや
再解釈が行われている ３ ）。ここでいう「政治の季
節」とは，昭和30年代（1955年～1965年）の教育動
向を指すと思われる ４ ）。とりわけ，本稿では，「国
民の教育権」論が，国家権力との対立を標榜した時
期を指し示すために，杉本判決，高津判決が出され

る1970年代前半までを「政治の季節」と呼ぶことと
する。

他方，近年では，「政治の季節」それ自体の検討
だけでなく，「国民の教育権」論の展開へ注目し，
その展開の意味を考察する研究がなされ始めてい
る。たとえば，篠原清昭は，「政治の季節」後に「国
民の教育権」論内部でなされた憲法学の議論を整理
し，この潮流の時代的な制約を主張するだけでは不
十分であると述べる。そして，「国民の教育権」論
には，教育の「国家権力からの自由」を意味する自
由権としての教育権と主体的に教育を要求できる社
会権としての教育権を統合する側面があったことを
見出している 5 ）。さらに，高橋哲は，「国民の教育
権」論と憲法学からそれぞれ提示された教育の公共
性を教育学的に検討している。その中で高橋は，「国
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民の教育権」論は，親の教育要求と子どもの学習権
の間にある「私事性の内部矛盾」を十分に把握する
ことができておらず，理論的限界を有していると主
張する。ただ，高橋は，教育の公共性にとって，親
の私事性／教師の専門性／国家関与という三つの関
係を再構築することが不可欠であるとする。この点
に注目すれば，「国民の教育権」論は，いち早くこ
の問題へ取り組んだ潮流として，批判的に継承すべ
き潮流であると強調する 6 ）。最後に，佐貫浩は，
新たな教育の公共性のために，「国民の教育権」論
を発展的に継承すべきと主張する。佐貫によれば，
この潮流が主張してきたように，教育的価値の決定
は，政治の世界から自律した教育の公共性に委ねら
れる必要がある。彼は，教育の公共性が，多様な価
値の衝突を含意しつつ，時には調整すら難しい論争
の場であると捉える。そして最終的に，論争も含め
た公共的な合意を形成する過程を重視すべきと主張
する7）。
　この立場の研究が「国民の教育権」論に注目する
のは，教育の公共性を考察するためである。今日，
新自由主義の考えを反映し，個人の選択を重視する
学校選択制などの教育政策が次々と打ち出されてい
る。そのなかで，教育の公共性をいかに担保するの
か。これこそが論点なのである。「国民の教育権」
論は，この論点に取り組んだ潮流として取り上げら
れ，批判的であれ，発展的であれ，継承すべき対象
として考察されている。この立場は，国家権力と対
峙した潮流としてのみ「国民の教育権」論を理解す
るのではなく，その体系的な理解を模索しているの
である。さらにいえば，この模索は，憲法学者の議
論を重視し，「政治の季節」とその後に連続性を見
出している。私事性の拡大化において「国民の教育
権」論の可能性と限界を理論的に考察しているとい
えるだろう。

ここで，戦後史全体へ目を向けよう。というのも，
そうすると，「政治の季節」の終わりは，大きな転
換点となっていることに気がつくからである。具体
的に言えば，消費社会論の文脈を踏まえると，「政
治の季節」の終わりは，消費社会の始まりなのであ
る。今日先行研究の多くが指摘しているように，「国
民の教育権」論が注目される背景に，私事性の拡大
があるとするならば，時代のモーメントとして，「政
治の季節」の終わりと消費社会の始まりが重なるこ
とは重視されるべきだろう。なぜなら，新自由主義
も含めた今日の私事性拡大は，主に消費社会の心性
（mind）から生じていると推定できるからである。
ここでいう心性とは，特定の時代や特定の社会（集
団）に共有される，思考や考え方，ものの捉え方，
感じ方を指す。とりわけ，特定の時代や社会（集団）
に無意識に共有される前提といえよう。

以上の点を考慮するならば，必要なのは，先行研
究のように，「国民の教育権」論の理論的連続性に
注目し，そのアクチュアリティーを問うだけではな
かろう。この潮流が，いかに戦後のなかで展開して
いったのか。必要なのは，そのプロセスを注視し，
断絶を伴った歴史的背景を問題にすることであるに
ちがいない。

本稿は，「政治の季節」における「国民の教育権」
論とその後の見解を比較検討し，この潮流の展開に
存在する断絶を歴史的に考察する試みである。結論
を先取りすれば，この潮流の展開は，消費社会の到
来と密接な影響関係にある。そして，その教育学的
含意は，消費社会の心性と「いかに敗戦直後の民主
化を捉えるのか」という歴史認識がリンクし，この
潮流の方向性を決定したことにある。

本稿は，中でも永井憲一の主権者教育権論を取り
上げ，理論生成ならびにその後の論争を検討する。
現在，主権者教育権論は，一定の政治的手続きを踏
むならば，教育内容に対する国家介入を一部認めて
いると評価されている 8 ）。しかしながら，本稿が
主権者教育権論に注目するのは，このような理論的
な意図からではない。本稿が注目するのは，第一に，
この理論が「政治の季節」の後，「国民の教育権」
論の中心となる憲法学に源泉をもつ理論だからであ
る。第二に，この理論をめぐっては，1970年代に「政
治の季節」を代表する論者と永井のあいだで論争が
なされ，現在からこの論争を見れば，「政治の季節」
の終わりがいかになされたのかを歴史的に検証でき
ると考えるからである。確かに，主権者教育権論の
エッセンスは，すでに1950年代に見出すことができ
る 9 ）。しかし，本格的に展開されるのは，1970年
代から1980年代の初めである。つまり，主権者教育
権論は，「政治の季節」の終わり，消費社会の始ま
りに位置する理論と捉えることができ，「国民の教
育権」論の展開を決定づけた可能性がある。

１ ．　補助線―消費社会論の視点から

　二人の社会学者の提言を軸に，消費社会論の視点
から戦後史を整理することから始めたい。社会学者
の見田宗介は，高度経済成長期を軸に，戦後を三つ
の時代に分類している。それは以下の通りである。
①1945～1960年＝プレ高度成長期，②1960年～1973
年ごろ＝高度成長期，③1970年代後半以降＝ポスト
高度経済成長期である。さらに，興味深いのは，見
田がそれぞれを「現実」という言葉の反意語と対応
させ，①＝「理想の時代」，②＝「夢の時代」，③＝
「虚構の時代」と謳っていることである10）。
　社会学者の大澤真幸は，見田のエッセンスを強調
するため，②のもつ両義性に注目する。すなわち，
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②は，①に近い側面（「将来の夢」という場合など）
と③に近い側面（「夢か幻か」という場合など）に
分けることができるというのである。大澤は，見田
の議論を単純化し，戦後50年の中間点（1970年）を
境界線として，戦後を二分し，①（「理想の時代」）
から③（「虚構の時代」）への移行と捉えるのである
11）。
　見田がこのような提言を打ち出したのが戦後45年
にあたる1990年，大澤が提言したのは戦後50年にあ
たる1995年である。確かに，両者には提言時期のズ
レがある。さらに，両者の主眼に注目するならば，
見田は，②（「夢の時代」＝高度経済成長期）に，
大澤は，③の後つまり現在の心性を解明することに
その主眼がある。つまり，両者には相違点がある。
しかしながら，大澤は，自らの社会学上の立場が見
田と類似していることを明言し，さらに戦後の区分
に限れば，見田の見解を継承したことを認めている
12）。本節は，消費社会論の視点から戦後を捉える
ことを目指している。その限りで両者の提言を参照
するため，両者の相違点を留意しつつも，むしろ両
者の共通点に注目し，それらの提言からエッセンス
を抽出することが必要といえる。

そこで見田と大澤にしたがい，それぞれの時代の
心性を確認しよう。まず「理想の時代」の人々の多
くは，アメリカン・デモクラシー，ソビエト版コミュ
ニズム，アメリカ人のような生活などの理想を求め，
それがいつか現実になると思っていたという。安保
闘争，家電の普及，皇太子結婚（家族）への眼差し，
それらはいずれも理想を求め，現実化するために取
られた行動であった13）。つまり，この時代の心性は，
理想の希求にあったといえる。他方で，「虚構の時代」
の人々の多くは，あらゆる理想を相対化し，もはや
現実の対としての理想をもっていない。広告化され
た渋谷の街並みや東京ディズニーランドに象徴され
るように，虚構と現実の境界線は曖昧で，場合によっ
て，現実は虚構の中に内包されてしまうというので
ある14）。つまり，この時代の心性は，虚構への依
存にあったといえよう。
　本稿にとって興味深いのは，「理想の時代」と「虚
構の時代」がそれぞれ，本稿が言う「政治の季節」
と「ポスト政治の季節」に対応している点である。
そしてこのように考えるならば，次のような仮説が
成り立つ。消費社会論で言われる「理想の時代／虚
構の時代」の心性は，「国民の教育権」論の展開に
も確認することができるのではないかという仮説で
ある。

２ ．「教育の自由」としての教育権―「政治の季節」
における「国民の教育権」論

２ . － １ 　敗戦から「政治の季節」へ

　『山びこ学校』の著者として知られる無着成恭は，
戦後学校で配られた『あたらしい憲法のはなし』を
読んだ時を振り返り次のように述べている。

「今まで憲法は，天皇がつまり国家が国民をしば
るための法律だったけれども，今からは国民が国家
をしばるための法律なんだ，逆転したんだ，それが
民主主義というものの実体なんだ」15）。

無着の言葉でポイントとなるのは，無着が国家と
国民の関係を逆転したと捉え，それを民主主義の実
体（reality）と認識している点である。

敗戦後，当時の文部省は，『くにのあゆみ』，『あ
たらしい憲法のはなし』『民主主義（上下）』を刊行
している。無着が手にした『あたらしい憲法のはな
し』は，小中学生の副読本として刊行されたもので
ある。この中には，たとえば，溶鉱炉の上から軍艦
や大砲などの武器が入れられ，下から電車やビル，
船などが出てくる挿絵がある。「政治の季節」とい
う時代，「国民の教育権」論をリードした堀尾輝久は，
この絵には戦争を放棄して平和産業を起こそうとす
る意図があると述べている16）。無着に限らず堀尾
も，敗戦，そしてその後の憲法制定のなかに時代の
変化を読み取っていたのだろう。さらにいえば，無
着や堀尾が読み取ったのは，「敗戦直後の民主化」
という期待や希望であった。敷衍すれば，アメリカ
の占領統治下にあったにしろ，敗戦直後には戦前社
会からの「解放感」があったと考えることができる。
彼らは，そのような「解放感」の象徴として，民主
主義を捉えていたにちがいない。
　しかしながら，1950年代に入り，文部省は，学習
指導要領の法的位置づけを試案から告示へと変更，
教育委員会のシステムも公選制から任命制へと移
行，さらに道徳の特設を行なった。憲法学者の西原
博史は，この一連の動きを「学校教育の中央集権化」
と呼んでいる。特定の国家意識に向けて，子どもを
誘導しようとする意思を含みながら，教育内容の中
央統制が進められたというのである。さらに，西原
は，この動きが教育現場との軋轢を生み，「国民の
教育権」論の土台をなすエネルギーになったのでは
ないかと指摘している17）。事実，このような文部
省の動きに対抗し，「国民の教育権」論の創成期を
担った宗像誠也らは，家永教科書裁判や学テ裁判へ
積極的に参加した。そして，裁判の争点が，主に教
育行政と教育現場の対立であることや教育内容に対
する国家権力の介入は違法であることを訴えている
18）。
　では，このような宗像のスタンスはどのように継
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承されていったのだろうか。

２ . － ２ 　教育の自由と自律　

堀尾は，家永教科書裁判（杉本法廷）へ原告側証
人として出廷し19），被告代理人から憲法23条「学
問の自由」と憲法26条「教育を受ける権利」の関係
を尋問され，次のように答えている20）。「学問の自
由」のコロラリー（系）として考えられる「教育の
自由」とは，ティーチングの自由である。しかしな
がら，子どもの権利，子どもの学習権の思想，そし
て教師の研究と教授の自由，とりわけそれらと教育
行政権のかかわりを問題視する場合，考えるべきは，
エデュケーションそのものの自律であると堀尾は証
言している。

堀尾と同様に「政治の季節」における「国民の教
育権」論を代表する人物に行政学者の兼子仁がいる。
彼は，教育条理という概念を使用し，「教育の自由」
を説いた。そもそも，「条理は，成文法に規定がな
く（法規の欠缺），かつ慣習法も存しない事項につ
いて補充的に民事裁判の根拠たる現行法となるもの
である」21）。兼子は，主に民法で使用されてきた
条理概念を教育法に応用するのである。兼子にとっ
て，教育法とは，ある特殊な社会関係に特有な法論
理体系をもつ特殊法である。そのため，教育法から
導き出されるのは，六法を中心とした「一般条理」
と異なる「特殊条理」22）ということになろう。

二つをまとめると，教育条理とは，教育法の特殊
性に由来する「不文法」と定義づけることができ
る。兼子はいう。「不文の現行法として認められる
『条理』は，事物の性質（Natur der Sache）上，
そうあるべき原理やしくみが，そのまま現行法論理
になっている場合だとされます。としたら，教育の
性質に即してそうあるべき制度原理やしくみがその
まま教育法論理になる場合が，『教育条理』といえ
るでしょう」23）。教育条理とは，法令上の条文の
みならず，教育という営みのもつ性質から導き出さ
れる原理なのである24）。このように兼子は，教育
の自律を強調し，その原則である教育条理を「不文
法」として位置づけるのである。

教育の自律に関する主張は，兼子においては，次
のような「教育を受ける権利」の解釈として集約さ
れている。「教育を受ける権利」とは，「労働基本権
の並びで，社会権としての教育を受ける権利だけが
注目されがちであるが，ほんらい教育人権・教育基
本権（「教育を受ける権利」）としては，国民の教育
の自由が自由権として法論理的にも先行」25）して
いるのである，と。兼子は，「教育を受ける権利」
を自由権として再定義するのである。

これは，堀尾のいう「エデュケーションそのもの

の自律」と一致する。なぜなら，堀尾も兼子も，国
家権力―この場合はとりわけ法令―から教育が自律
すべきことを唱えているからである。この立場を堀
尾の言葉を借りてまとめるならば，次のようにいえ
る。「教育の自由」という原理は，子どもの自由な
発達や成長を中軸にしながら，親の教育参加や教師
の研修の自由に基づく授業実践の自由をもたらす。
さらに，教育行政からの自由をも内包する26）とい
うのである。

「政治の季節」を代表する堀尾や兼子は，教育と
他の領域，とりわけ行政との差異を強調し，教育の
自由と自律という原則を掲げていることがわかる。
そして，このような主張が唱えられた時代背景に注
目すると次のことが言える。彼らが唱える教育と教
育行政の区別は，それぞれ先述した戦前社会からの
「解放感」に裏打ちされた「敗戦直後の民主化」と
修正路線による「学校教育の中央集権化」という歴
史上の出来事に対応していないだろうか。

敷衍すれば，「学校教育の中央集権化」が現実と
なったとき，「政治の季節」の論者たちは，次のよ
うな対抗策を取ったのではなかろうか。すなわち，
現実と区別するために，「敗戦直後の民主化」を理
想にしたのである。彼らは，現実（「学校教育の中
央集権化」）を対にしつつ（排除の対象としつつ），
理想（「敗戦直後の民主化」）を示したのである。つ
まり，堀尾や兼子の語る理想は，現実との関係のう
ちに生じていたのである。

３ ．主権者教育権論の誕生－「政治の季節」をこえて

３ . － １ 　永井憲一による「政治の季節」批判

これまで見てきたように，「政治の季節」を代表
する堀尾や兼子らは，行政，平たく言えば文部省と
の関係のうちに教育の自律を捉えている。永井によ
れば，堀尾や兼子らの立場は，次のような考えへの
批判から生じたとされる。それが，教育とは，国や
地方公共団体の「事業」して行なわれるという考え
である。永井によれば，帝国憲法には教育に関する
条項がなかったことからも明らかなように，教育は
行政機関が主体となって行なう「事業」であり，行
政すなわち国や地方公共団体の「作用」として行な
われると理解されてきた27）。堀尾らはこの立場を
批判し，前節で検討した通り，行政とは区別される
教育の独自性（自律性）を唱えたというわけである。

永井は，兼子や堀尾の立場を次のように総括する
28）。

「概していえば，国家権力からの教育の自由を内
容的に強調することに力点がおかれるものが多く，
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それを “ 国民の教育権 ” の中核として主張するもの
であり，要するに，教育ことに教育内容に関する国
家権力の干渉を排除するための，いわば法制度論と
しての “ 教育の自由 ” 論であったといえる。そして，
そのような論理が先行していたのに対して遅れて
いたのは，いわば人権としての “ 教育の自由 ” 論で
あった」。

敷衍しよう。堀尾や兼子らは，教育の自由と自律
を唱えてきた。それは主に「教育内容の決定権能の
所在をめぐる “ 法制理論 ”（法制度論）としての教
育権の論争」（カッコ内筆者）から生じたものであ
る29）。つまり，法的にみると，教育内容の決定権
は誰にあるのか（「国家」それとも「国民」）という
論争であった。しかしながら，これだけでは「人権
としての教育権」の研究が抜け落ちていると永井は
考える。このような研究を看過してしまうと，たと
えば，次のような具体的な問題を考えることができ
ないと永井は言う。教育が無償で受けられる範囲は，
いわゆる義務教育段階に限定できるのか。それは授
業料の不徴収のみを意味するのか。さらにいえば，
それらはなぜ保障されるのか。また，誰によって何
がどのように保障されるか。

永井は，このような基礎研究が不十分なままで，
法制理論（法制度論）としての教育権に偏向する
状況は，研究として「逆立ち」していると分析する
30）。さらに，永井によれば，歴史的に見ても，「教
育権の理論そのものは，教育権の内容論つまり国民
の “ 教育をうける権利 ” 理論を中心に据えて，それ
が “ 誰の，何を ” 保障するためのものなのか」を前
提にして，理論を形成する必要がある。彼にしたが
えば，「国民の教育権」論は，人権理論まで深める
ことを課題とすべきというのである31）。

３ . － ２ 　排除から要求へ　

そもそも，永井には教育人権の根幹にある基本的
人権に関して次のような認識がある。基本的人権と
は，歴史的考察あるいはそれを踏まえた上での哲学
的論理から主張・評価されるべきである。憲法学と
は，まさにこの歴史的考察と哲学的論理を引き受け，
基本的人権の評価とその保障を実現する理論を求め
るべきとされる。そして，永井はいう。「権利は，
人間の生活上必要がある場合に要求され，その要求
が社会的に容認されたとき，あるいは裁判所の判断
の中に承認されたとき，はじめて具体的に保障され，
生かされる」32）。権利は，要求から出発し，運動
によって実現される33）。これが永井の権利観である。

永井によれば，そのため，憲法学の権利理論は，
国民の権利要求運動に学ばなければいけないし，そ

れへ奉仕しうるものでなくてはならない。具体的に
は，権利主体とその内容を明確にすると同時に，教
育人権の保障のあり方や保障される制度と手続きの
あり方まで究明する必要がある34）とされる。

堀尾や兼子らの主張と永井の見解を比較するとそ
の特徴は鮮明となる。堀尾らにしたがうならば，教
育には固有性があるため，教育は一般行政も含めた
あらゆるものから自由あるいは自律する必要がある
とされる。そして，この主張に基づくならば，文部
省の修正路線，すなわち「学校教育の中央集権化」
は教育の自由や自律を脅かすことになろう。そのた
めに，「政治の季節」の論者らは，国家権力による
教育内容への不干渉を目的化するのである。それに
対して，永井は，「今後において，“ 国民の教育権 ”
を現実に形成するために，“ 教育を受ける権利 ” の
保障を要求する自由としての，人権としての “ 教育
の自由 ” 論」を展開すべきと主張する35）。永井のい
う「人権としての教育の自由」論は，「国家権力の
排除」だけではなく，その根幹に「国家権力への要
求」を含みこむのである。

もちろん，一般に人が何かを要求する以上，人は
その前提として手に入れるべき理想を想定するにち
がいない。永井の視線は，戦後の歴史へ向かってい
る。永井の戦後認識は次のようなものである36）。
永井によれば，戦後わが国は，新たな憲法のもとで，
国民主権に基づく「平和で民主的で文化的な，基本
的人権が尊重される国家」の建設とその維持と発展
を目指してきた。教育もその例外ではなく，憲法26
条で保障された教育とは，憲法理念と共通の「民主
主義と平和主義」を基本理念とする教育であった。
そして，永井はこの理念を実現するために教育基本
法をはじめ教育法体制が整備されたとまで主張する。

この体制は，次のような意味をもつ37）。まず，「教
育が，どのような方向にでも，ときの権力の恣意に
よっておこなわれてよいというものではない」とい
う戦前への反省がある。さらにこの体制には，今後
も，「国政も教育もすべてが，日本国憲法がわが国
の進展方向を指示する “ 平和主義 ” と “ 民主主義 ”
を実現する方向にすすめる」必要があるとの覚悟が
指し示されている。つまり，永井の見出す理想は，
憲法ならびにその理念（民主主義と平和主義）とい
うことになる。

３ . － ３ 　主権者教育権論における憲法と教育

　わが国の憲法が，「教育を受ける権利」を謳って
いることを考えると，この権利は憲法ならびにその
理念―民主主義と平和主義―のもとで保障されてい
ると考えるのは当然だろう。永井は，次のようにこ
のことを解釈している。「教育を受ける権利」は，
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憲法ならびにその理念を担う将来の主権者を育成す
る方向性のもとで保障される。「国政も教育もすべ
て，憲法がわが国の進展の方向を指示する “ 平和主
義 ” と “ 民主主義 ” を実現する方向に進めなければ
ならない」38）。さらに，「教育を受ける権利」は，
主権者教育を教育内容として要求する権利でもある
にちがいない39）。永井によれば，主権者としての
国民が要求できるのは，教育を方向づける教育目標
としての憲法であると同時に，教育内容としての憲
法とされるのである。

この憲法と教育の関係を具体化したのが，たとえ
ば旧教育基本法 ８ 条である。本条 １ 項では，「良識
たる公民」（主権者としての国民）に必要な「政治
的教養」の尊重が謳われていた。永井によれば，こ
こでいう「政治的教養」とは，（ １ ）現代民主政治
に関する各種制度についての知識，（ ２ ）現実の政
治の理解力と公正な批判力，（ ３ ）主権者としての
実践的な政治道徳および政治的理念の三つを総合し
たものであるとされる40）。このような教養を身に
つけることで，国民は，主権者としての自覚をも
ち，憲法理念（「民主主義」と「平和主義」）を継承
していくのである。永井は，この ８ 条を，主権者で
ある国民が「政治主体」として発達する権利，つま
り主権者教育権を具現化した条項と解するのである
41）。国民は，主権者である国民の要求にしたがい，
主権者として憲法を学ぶというわけである。

このように，永井は，堀尾らと同様に民主主義を
理想としながらも，それは何かを排除することに
よって実現できるとは考えていない。憲法や民主主
義は，主権者である国民によって改めて要求すべき
理想である。教育目標かつ教育内容としての憲法と
いう言説に象徴されるように，永井にとって，堀尾
らのように理想は現実との関係のうちにあるわけで
はない。ここでは，理想（とりわけ憲法）のみが要
求すべき対象として，一人歩きを始めているといえ
るだろう。

永井の主権者教育権論は，堀尾や兼子同様に教育
の自由と自律を強調する立場，すなわち「政治の季
節」の論者から批判を受けることになる。そして永
井はその批判に反論する。この論争は，理論的に見
れば憲法学者の中村睦男のいうように「教育条理」
と「教育人権」の対立とまとめることができるだろ
う42）。しかしながら，本稿の文脈から見れば，こ
の論争は，理論上の相克のみならず，歴史認識の断
絶を決定づけるものだった。

４ ．主権者教育権論をめぐる論争－「教育の自律」
と「教育内容の要求」

４ . － １ 　要求の名宛人をめぐって

家永教科書裁判の争点でもあるのだが，「政治の
季節」における「国民の教育権」論の主張にしたが
うならば，国家―ここでは主に教育行政を指す―の
教育への関与は，主に教育の条件整備に限定される
43）。ここで言う教育の条件整備とは，よりよい教
育を実施するために，グランドや教室などの教育条
件を整備することを指していよう。それに対して，
教育内容への関与は，条件整備と異なり，教育の自
由・自律に反する。だからこそ，教育内容に関する
国家の不干渉は目的化されてきた。

永井は，自らの立場を「教育内容要求権論者」と
述べ，国民には教育内容に関して国家へ要求する権
利があるという44）。具体的には，国民は，憲法な
らびにその理念を教育内容とすべきことを要求でき
るというのである。そもそも永井にとって，教育条
件の整備は，教育内容と無関係ではない。永井は，
社会教育における施設としての図書館を例に挙げて
いる。「教育を受ける権利」を保障するために，図
書館の規模やその施設設備は，どのような内容の図
書や資料を収集し，配置するのかという問いと無関
係なはずがない。むしろ，根本には，いかなる要求
があるのか。それを確認したうえで，何をどこに，
どのように用意し，どのように提供するのかを考え
る必要があるとされる45）。

このような見解に対して永井の師である有倉遼吉
は次のように批判する。そもそも「教育方法・内容
に関する事項については国は名宛人となりえない」
46），と。なぜなら，「憲法23条からみちびかれる教
育の自由の効果として，教育内容・方法については，
国の行政権力の権力的関与の排除が要求され，関与
が排除される者に対して要求することは矛盾」47）
だからである。政治権力によって教育内容が決定さ
れていることに対抗するのであれば，その手段は，
「教育の自由」の自由権的効果として，その排除と
無効を裁判上求めていくべきである。違憲・違法な
現実を前提とすべきではない48）。
　この批判に対して，永井は，有倉の還暦を祝って
出版された本に反論を寄せている。永井は言う。「憲
法が国民の『権利』として “ 教育を受ける権利 ” を
保障した以上，その権利主体は国民」である。国民
が「受ける教育」を選択し，「受けたい教育」を要
求するのは当然であり，このことは憲法26条に内在
されている。その権利行使の主体は誰かといえば，
それは「国民のすべて」であるといわざるを得ない。
男女を問わず，老人，学生，児童・生徒でも，すべ
てが権利行使の主体であるという。さらに，その「名
宛人」は国をはじめ，事柄によっては，親，教師，
企業，地方公共団体のすべてがその対象となるとさ
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れる49）。
永井は権利の実現にとって，国家や地方自治体と

いった「権力」の承認が重要であることは認めつつ，
それらによる権利の形成も，多くの出発点は隣人や
企業，教師や学校に対するものから出発するだろう
と述べる50）。つまり，名宛人としての国家を特別
視することはできず，国家も隣人，企業と同等の名
宛人の一つに過ぎないというわけである。最終的に，
そもそも「国民の教育権」論が，国家による教育内
容統制への批判的立場から提唱されたものである以
上，統制を強めようとする政治権力こそ，要求の名
宛人になる51）と結論づける。

４ . － ２ 　教育内容としての憲法

もうひとつ論争を取り上げよう。それは兼子と永
井の論争である。兼子も有倉に依拠しながら，永井
の憲法観へ異を唱える。兼子によれば，確かに，憲
法は20世紀前半までの人類的遺産を豊かに盛り込ん
でいる。そのため，憲法は教育的価値も高いと評価
できるだろう。教育それ自体が，憲法の原理を活か
した教育でありえているか否かは，教育を見る視点
にもなり得るし，教育論の課題となるだろうと述べ
る。

しかしながら，教育内容である以上，それが憲法
であれ，教育内容となるには，教育条理と照らし合
わせ，検証する必要がある。内容として憲法に反す
る教育は，教育的に判断されるべきであり，その是
非は教育論的批判を待つべきとされる52）。つまり，
憲法に限らず，あらゆる教育内容の妥当性を検証す
るのは，教育学の問題とされるのである。憲法とい
えども，教育学の検証を経ることなく，自動的に教
育内容とはなりえない。「憲法であるという理由だ
けで教育内容を法的に拘束する」とはいえない53）
のである。

兼子がこのように考えるのは，旧教育基本法 １ 条
で謳っていた「教育の目的」，すなわち「人格の完成」
を重視するからであろう。兼子はいう。主権者国民
の育成という政治的働きが，「教育を受ける権利」
の主たる保障理由であってはならず，主権者教育権
は，自由な教育の文化的な働きのうちにおのずから
含まれるべき事柄である54），と。最終的に，兼子
は，教育による優れた主権者育成の重要性を認めつ
つも，教育が憲法とかかわる最重要点を主権者育成・
主権者教育権にだけ見出すことには疑問がありうる
と判断する。日本国憲法は，すべての国民と子ども
の人間教育を保障したのであり，主権者教育権は，
自由かつ専門的な人間教育の中で，文化的に果たさ
れていくべきとされるのである。
　永井は，兼子の指摘が大きな難問を突きつけてい

ることを認めつつ，「平和主義と民主主義」は，憲
法もいうように人類普遍の原理であると反論する。
しかも，それらは，教育において求められる「真理」
であるともいう55）。そして1992年の論文では論争
当時から現在まで自らの立場が変わっていないこと
を強調し，次のように問う。民主主義と平和主義を
教育法の基本原理まで上げることが適切でないのな
らば，「それこそが国民の『教育の自由』であると
いわれるのならば，たとえば，実際に軍事訓練を教
科にするような学校が現れても，それも『教育の自
由』として放任されるのか」56）。

４ . － ３ 　論争から見えること　

論点を掘り下げていこう。第一に，「要求権の名
宛人」をめぐる論争では，双方の立場がもつ国家の
位置づけに注目すべきだろう。有倉にとって，そも
そも国家による教育内容への介入はあってはならな
いことである。だから，永井のように，名宛人に国
家を措定することは国家が教育内容へ介入すること
を認めることになる。つまり，有倉にとって，国家
と教育は区別され，常に教育は国家の外部に位置づ
けられている。「政治の季節」を代表する堀尾や兼
子が，修正路線によって提起された「学校教育の中
央集権化」の排除を求めたように，有倉もまた教育
から国家権力を排除すべきとする。ここには，排除
による理想の実現という「政治の季節」特有の論理
構成を見出すことができる。

他方で永井は，国家や地方自治体による教育内容
への介入がなされているのだから，国家も要求する
名宛人になり得ると考えている。主権者に教育内容
を要求する権利がある限り，国家が「要求権の名宛
人」になるのは当然であるというわけである。有倉
とは対照的に，永井にとって，教育は，国家の内部
に位置づけられているのである。

第二に，「教育内容としての憲法」をめぐる論争
についていえば，厳密な意味で，これは論争になり
えていない。というのも，兼子は憲法ならびにその
理念の重要性 ･ 妥当性を認めつつ，教育内容を決定
するプロセスにおいて教育学的な検証が必要なこ
と，つまり教育内容を決定する「形式」を重視すべ
きと主張している。それに対する永井の反論は，こ
のこととは無関係に，「憲法は，教育的価値になり
えないのか」という主旨である。これは，教育内容
を決定する「形式」を問うべきと主張する兼子への
反論とはなりえていない。

しかしながら，このズレこそ両者のちがいをより
鮮明にしているのではなかろうか。兼子は，教育と
憲法を区別し，教育の外部に憲法を置く。だから，
憲法が教育の内部へ入る（教育内容の決定）には，
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教育学のフィルター（教育学的検証）を経る必要が
あると主張する。それにより兼子が見出したのは，
憲法とも区別すべき教育の自由と自律である。それ
に対して永井は，憲法と教育・文化の区別を解消し，
あくまで教育人権の保障を目指す。ここでは，むし
ろ教育は憲法の中に内包されてしまっている。永井
が憲法を自動的に教育内容と看做すことができるの
はそのためだろう。

確かに，第一の論争と第二の論争では，論点がまっ
たく異なる。ただ，その根幹にあるのは次のような
差異である。教育は，国家や憲法など広義の政治の
外部に位置づけられるのか。それとも内部に位置づ
けられるのか。この位置関係の差異は，単に理論上，
あるいはそれぞれが依拠する学問のちがいにのみ由
来しているわけではないだろう。「政治の季節」に
おける「国民の教育権」論を代表する堀尾，兼子，
そして有倉らは，戦前社会からの「解放感」に裏打
ちされた「敗戦直後の民主化」を理想とし，教育と
政治の区別による教育の自由と自律を唱えた。それ
に対して，永井は，教育と政治を区別するという方
法を次のように批判する。教育内容の決定は，「『政
治的レベルではなく，文化・教育の中で考えるべき
だ』という意見もあるが，現実的にはそう簡単に区
分しうるのか否か，むしろ疑問に思われる」57）。

このように，永井には，堀尾らに明確に見えてい
るはずの教育と政治の境界線が見えていない。だか
らこそ，堀尾らの唱える教育と政治の区別による政
治の排除という方法は，修正路線への対抗措置とし
て不十分なのであろう。さらにいえば，そもそも，
堀尾らの依拠する「敗戦直後の民主化」とは，学習
指導要領の位置づけや教育委員会のシステムに至る
まで，教育と広義の政治の間に境界線を引くことに
他ならなかった。このように考えるならば，この境
界線が無効に思えるという永井は，堀尾らのように
「敗戦直後の民主化」という理想にリアリティーを
もっていないのではなかろうか。だからこそ，永井
による主権者教育権論は，政治レベルで修正路線へ
対抗することを目指し，教育内容の決定に際する教
育学的検証を消去する。そして，教育は，理想とし
て位置づけられた憲法に内包されるのである。

堀尾らと永井にみられる論理構造上の差異，すな
わち教育は，国家や憲法など広義の政治に対して外
部に位置づくか。それとも内部に位置づくか。この
差異の根幹には，「敗戦直後の民主化」に対する認
識の差異が存在していたのである。

おわりに

1970年代後半から1980年代初めに本格的に展開さ

れた主権者教育権論の生成ならびにその後の論争か
ら明示されたのは，戦前社会からの「解放感」に裏
打ちされた「敗戦直後の民主化」をめぐる歴史認識
の差異であり，それに由来する相克であった。

本稿の補助線にしたがうならば，「理想の時代」
とは，当時の人々が家電のある生活や新たな家族の
象徴として皇太子の結婚（家族）へ向けた眼差しの
ように，理想が明確な時代であった。「理想の時代」
の人々の多くは，現実の対となる理想を掲げて生き
ていた。その時代に展開された堀尾や兼子の論理も
また，「学校教育の中央集権化」（現実）と「敗戦直
後の民主化」（理想）から構成されている。「政治の
季節」における「国民の教育権」論は，文部省の修
正路線によって提起された「学校教育の中央集権化」
（現実）を排除するために，「敗戦直後の民主化」（理
想）を作動させたのである58）。この意味で，「政治
の季節」における「国民の教育権」論は，「理想の
時代」の心性，つまり理想の希求を体現した理論と
いえる。

それに対して，もはや永井の主権者教育権論の中
で，民主主義であれ，憲法であれ，理想が現実との
関係をもつ必要はない。永井の意図にかかわらず，
憲法やその内容である民主主義は虚構として，記号
的な意味を与えられている。その証拠に，永井の主
権者教育権論においては，主権者に憲法上保障され
た「教育を受ける権利」という理想から現実がいか
にあるべきか，つまり個人レベルでの教育権の実現
という別の理想が作られるようになっている。その
意味で，理想は，現実と無関係な虚構として機能し
ているのである。補助線にしたがうならば，永井の
主権者教育権論もまた，「虚構の時代」の心性，つ
まり虚構への依存を体現しているのである。

もちろん，このような論理構造の差異は，時代の
変化（「理想の時代」から「虚構の時代」へ）によっ
てのみもたらされたわけではないだろう。なぜなら，
時代を代表する理論は，時代に影響されるだけでは
なく，逆に時代を形成しているともいえるからであ
る。しかしながら，「国民の教育権」論の展開に限
定するならば，「理想の時代」から「虚構の時代」
への変化は，その展開へ決定的な影響を持ったにち
がいない。なぜなら，先述したように，堀尾らの主
張と永井のそれの差異は，「敗戦直後の民主化」に
関する歴史認識の差異によってもたらされていると
考えられるからである。

繰り返せば，一方で「政治の季節」を代表する堀
尾や兼子らは，教育と国家や憲法も含む広義の政治
の間に明確な境界線を見ていた。具体的に言えば，
政治が教育へ介入しないことを意味する，試案とし
ての学習指導要領などはその典型だろう。彼らに
とって，「敗戦直後の民主化」とは，このような教
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育と政治の線引き，つまり教育の自由と自律を意味
していたのである。他方で，永井の主権者教育権論
のなかに，このような教育と政治の境界線を確認す
ることはできない。むしろ，教育内容要求権に象徴
されるように，教育に対して政治の介入があること
が前提なのである。換言すれば，「敗戦直後の民主化」
のリアリティーは風化している。
　以上を踏まえると，次のことが明らかになる。「国
民の教育権」論は，「政治の季節」（「理想の時代」）
から「ポスト政治の季節」（「虚構の時代」）へ展開
してきた。この展開の根底には，「敗戦直後の民主化」
に関する歴史認識の風化が存在していたのである。
わが国における消費社会（「虚構の時代」）は，個人
の選択を重んじる個人化だけではなく，人々に現実
と理想をあいまいにする虚構化をもたらした。この
虚構化によって，現実の政治との関係で捉えられて
きた「敗戦直後の民主化」は風化していったのでは
ないか。
　さらに，この風化は，わが国における教育の自由
と自律に関する主張へ大きな影響を及ぼした。堀尾
や兼子に代表されるように，わが国の「教育の自由
＝自律」論は，「敗戦」その後の「民主化」と呼応
し，現実の政治との関係で展開されてきた。そのた
めに，現実の政治と理想の政治があいまいになるに
つれて，「教育の自由＝自律」論は，徐々に後退し
ていったのである。このように消費社会がもたらし
た虚構化が，「教育の自由＝自律」論の後退と直結
した点にわが国の特殊性を見出すことができるだろ
う。この意味で，永井による主権者教育権論は，消
費社会の始まり（「虚構の時代」）を象徴していると
いえるにちがいない。
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区別」（ １ st.edition 1974）兼子『教育権の理論』
前掲，p.270.

53）同上，pp.304-305.
54） 兼 子 仁「『 教 育 基 本 権 』 解 釈 の 発 展 」（ １

st.edition 1972）兼子『教育権の理論』前掲，p.217.
55）永井「教育法学と教育基本権の法理」前掲，

pp.226-227.
56）永井「憲法と教育人権」前掲，pp.27-28.
57）永井「教育法学と教育基本権の法理」前掲，

pp.226-227.
58）この対峙こそ「国民の教育権」対「国家の教育

権」という議題設定である。今井康雄のいうよ
うに，それは，教育をめぐる他のすべての問題
に対する回答を用意できるものであった（今井
康雄『メディアの教育学』前掲，p.50）。本稿
の文脈からいえば，堀尾や兼子らの唱えた議題
設定は，多くの人が現実との関係の中で理想を
求めていた時代だから，これほどまでに説得力
をもちえたにちがいない。
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